
 

 

 

 

Press Release 山梨県教育委員会  

本県における教員の不足の状況について 
 

１ 教員不足の現状 

 ○ 本県の現状（産休、育休職員等を含む） （単位：人）  

   令和７年度不足数 

（令和７年５月１日） 

令和６年度不足数 

（令和６年５月１日） 

小学校 ２２ ２８ 

中学校 ２４ ２３ 

高等学校 １９ ２３ 

特別支援 ２   ９ 

総計         ６７    ８３ 

 

２ 教員不足の原因 

  小中学校で、新規採用辞退者が想定より多く予定通り確保できなかった。また、

特別支援学級、通級指導教室の増加、早期退職者や産・育休者、休職者等も増加

傾向にあるなど、複数の要因により更に教員が必要となった。通常は、臨時的任

用（期間採用）教職員により確保するが、必要人数が増加したことと臨時的任用

教職員が減少しているため確保しきれていない状況である。 
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